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第２期科学技術基本計画（平成
13年度～平成17年度）において、
「若手研究者の自立性の向上」に
対する施策の一つとして、「若手
研究者を対象とした研究費を重点
的に拡充する」と提言された。こ
れを受けて文部科学省の科学研究
費補助金制度（通称、科研費）内
の「37歳以下の大学等に所属する
若手研究者対象（平成12年度か
ら募集）」の募集枠に、グラント
額が高い「若手研究A」が平成14
年度から新設された。また文部科
学省以外の政府機関等でも若手研
究者対象の競争的研究資金（研究
グラント）の募集が始まっている。
米国においては「テニュアトラ
ック」と呼ばれる「常勤の若手研
究者（大学等の助手クラス）」を
対象とした研究グラントは我が国
では始まったばかりであり、今後
どのような研究グラントの整備が
必要であるかを日本の若手研究者
の現状を理解した上で考えること
が重要である。
１‐１
若手研究者支援の重要性
独立した立場を得た若手の研究
者が自分のアイデアで自立して研
究を行うには、教授等の研究責任
者の研究予算に依存しないため
に、ある程度の額の研究費の支援
が必要である。特に博士号取得後
の10年間～15年間は研究者にと
って、独立した研究思考を養うと
共に自分の野心的なアイデアによ
る研究を開始するための大事な時
期である。図表１に示すように、
ノーベル賞受賞者の受賞のきっか
けになった論文の発表時の年齢
は、生理学・医学賞および物理学
賞では、35歳～39歳にピークが
ある1）。通常の教育課程では20代
後半で博士号を取得するので、こ
れは取得10年後の時期にあたる。
化学賞に関しては30歳～34歳と
いう他の二つの賞に比べて若い時
期に最初のピークがあり、二つ目
のピークは40歳～44歳にあった。
これは研究分野別に研究人材の育
成の方法を考えるべきであること
を示唆している。
また30歳から44歳までに受賞
のきっかけになった論文を書いた
研究者は、生理学・医学賞では受
賞者中の81％、化学賞では72％、
物理学賞では71％であり、特に
生理学・医学賞の分野に関して
は、この15年間に創造性に富ん
だ研究の芽が生じる可能性を示唆
している。
本稿では、我が国の若手の研究
者（大学等の助手クラスの研究者）
が自己の創造性を伸ばし、世界的
な科学の発展に貢献することがで
きる研究業績を挙げるために必要
な研究グラントのあり方を考え、
特に米国の若手研究者対象の研究
グラントと内容等の比較を行い、
今後の我が国の若手研究グラント
に盛り込むべき事項の検討を行う。
1．はじめに
特集膀
若手研究者の活性化を促進する
競争的研究資金（研究グラント）の
整備の必要性
ライフサイエンス・医療ユニット 伊藤　裕子
図表1 ノーベル賞受賞者の業績を上げた年齢の分布（1981～2000年）
（平成13年版科学技術白書より）
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米国厚生省（US Department of
Health and Human Service）管轄
下の世界最大の生物・医学研究機
関であり、同時に研究グラントの
出資機関でもある国立衛生院
（NIH）における若手研究グラン
ト（K Awards）について紹介する。
K Awardsは研究人材育成のた
めの研究グラント（トレーニング
グラント）の一つであるが、大学
院生やポスドクを対象にした研究
グラントであるFおよびT Awards
とは明確に区別されており、常勤
の職についた若手の研究者が研究
のキャリアを積み上げ、独立した
研究者になるまでの段階を支援す
る研究グラントである2）。
２‐１
K Awardsの種類
現在、NIHで募集されているK
Awardsを図表2に示した。NIH
は医学研究が中心の政府機関であ
り、基礎医学研究（K01, K02,
K05, K07, K18, K22, K25, K26が該
当）あるいは臨床医学研究（K08,
K12, K23, K24, K30が該当）に関
して研究に従事する様々な段階の
若手研究者に対して研究グラント
の支援をしている2）。
2．米国の若手研究グラント（生物・医学分野）
グラントの名称 対象者 期間 １件当たりの金額／年
K01 指導者の下で研究経験を積み、独立した研究 12万5900ドル
（Mentored Research Scientist 者を目指す研究者 3～5年 （約１千500万円）
Development Award）
K02 独立したばかりの研究者 5年 12万5900ドル
（Independent Scientist Award） （約１千500万円）
K05 独立した研究者 5年 12万5900ドル
（Senior Scientist Award） （約１千500万円）
K07 臨床医学研究者を目指す研究者 2～5年 約12万8000ドル
（Academic Career Award） （約1千530万円）
K08 指導者の下で研究経験を積み、独立した臨床 3～5年 約12万ドル
（Mentored Clinical Scientist 医学研究者を目指す研究者 （約1千440万円）
Development Award）
K12 指導者の下で研究経験を積み、独立した臨床 5年 約40万ドル
（Mentored Clinical Scientist 医学研究者を目指す研究者 （約4千800万円）
Development Program Award）
K18 Stem Cellを用いた研究を行うためにトレーニ 6ヶ月～2年まで 16万6700ドル
（Career Enhancement Award ングが必要な研究者 （約２千万円）
For Stem Cell Research）
K22 ポスドク経験2年以上で独立した研究者とし 3年以下 12万5900ドル
（Career Transition Award） て2年以下 （約１千500万円）
K23 指導者の下で研究経験を積み、独立した臨床 3～5年 約14万ドル
（Mentored Patient-Oriented 医学研究者を目指す研究者 （約1千680万円）
Research Career
Development Award）
K24 臨床医学研究歴15年以内の臨床医学研究者 3～5年 約10万ドル
（Mid-career Investigator （約1千200万円）
Award In Patient-Oriented
Research）
K25 工学を修めた経歴のある研究者で、基礎医学 3～5年 約14万ドル
（Mentored Quantitative あるいは臨床医学の研究を目指す研究者 （約1千680万円）
Research Career
Development Award）
K26 マウス病理学分野の研究歴15年以内の研究者 3～5年 12万5900ドル
（Mid-career Investigator （約１千500万円）
Award In Mouse
Pathobiology Research）
K30 臨床医学研究分野での新しいトレーニングプ 5年 20万ドル
（Clinical Research ログラムの開発等を行う研究者 （約2千400万円）
Curriculum Development）
*1ドル＝120円 （NIHのHPを参考にして科学技術動向研究センター作成）
図表２　K Awardsの概要
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２‐２
K Awardsは育てるグラント
K Awardsには若手の研究者を
「育てる」という概念が盛り込ま
れており、図表3－1および図表
3－2に示すように基礎医学研究
者と臨床医学研究者の研究者とし
てのキャリアパスの違いを明確に
した上で、各種研究グラントの設
定を行なっている。
２‐３
K Awardsの総額の変遷
K Awardsの総額は、図表4で
示すように1999年から急激に伸
び2001年では1998年総額の約２
倍近い4億ドルにまで増大した。
これは2001年のNIHの総予算
（約205億ドル）の２％程度に相当
する。また2001年のK awardsの総
採択件数は3,135件に達している2）。
２‐４
まとめ
NIHにはかつてR29という常勤
の研究職に就いたばかりの若手研
究者対象のグラントがあったが、
1998年６月に廃止された。R29の
廃止以降は研究歴での制限のない
R01に積極的に応募することが、
1997 年 12 月 19 日発表の NIH
GUIDE （Volume 26, Number 40）
において勧められている。R01の
申請書類中には、「常勤の研究職
に就いたばかりの研究者であるか
どうか」を記す項目が設けられて
いる。
また２‐２に述べたように1999
年以降のK Awards額の急激な増
加は、R29の代りにK Awardsを
若手研究グラントの中心に据える
というNIHの考え方が表れている
と推測される。
K Awards以外で若手研究者対
象のグラントとして機能している
図表3‐1 基礎医学研究を行う研究者に対するK Awardsの考え方
（NIHのHPより転載）
図表3‐2 臨床医学研究を行う研究者に対するK Awardsの考え方
（NIHのHPより転載）
（NIHのHPより転載）
図表4 K Awardsの総額の変化
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ものにR03がある。R03は研究歴
による応募制限は無く、グラント
支給額は約5万ドル/年とR01（50
万ドル/年以上）に比較して少な
いのでsmall grantといわれてお
り、多くの場合はグラント申請時
に予備的な研究結果を必要としな
い。R03はグラント支給期間内に
研究結果が得られるかどうか分か
らない挑戦的な研究、あるいは新
しい実験手法を試すという場合に
適した研究グラントである。
1998年度の一年間に自然科学分
野（工学を含む）で博士号を授与
された研究者数を日米で比較する
と、米国では1万9,566人で日本の
6,576人の約3倍である3）。日米の
大学数を比較すると、日本の国公
私立大学（短期大学を除く）の合
計は649校であり、米国はその約
2倍の1,478校である4）。数字の上
では、博士号取得者が大学の常勤
の研究職を得る機会は、日米であ
まり変わりがないようにみえる。
しかし米国の研究者は常勤の職に
就いた後に、日本の研究者とは異
なる厳しい研究上のキャリアパス
を経る。
３‐１
米国の研究者のキャリアパス
米国と日本の若手研究者の大き
な違いは、博士号取得後のキャリ
アパスである。多くの米国の研究
者は、博士号取得→ポスドク→テ
ニュアトラック→テニュアという
道を経る。テニュアとは終身在職
権を持つ研究者の職位であり、テ
ニュアトラックはテニュアになり
得る研究者の職位である。日本の
職位を当てはめると、テニュア＝
正規の職員、テニュアトラック＝
任期付任用者に相当すると言える
かもしれないが、我が国の任期付
任用者（大学教員）の数は2,884
人であり、全教員の2％（平成13
年）5）にすぎず、研究者の一般的
なキャリアパスではない。しかし
平成10年度から平成13年度の3
年間で、任期付任用者数は29倍
以上に急増しており、今後、これ
が米国型のキャリアパスになり得
るのかどうか注目すべきだろう。
３‐２
常勤職員中の
テニュアトラックの割合
米国国立科学財団の「Science
and Engineering Indicators 2002」
の統計資料6）によると、大学に所
属している博士号取得後4年から
7年の若手研究者（教員を含む）
の65％が常勤職員であり、その
内の10％がテニュア、42％がテ
ニュアトラックである（図表5）。
常勤職員の半分近くを占める「そ
れ以外」に該当する職は、テニュ
アでもテニュアトラックでもない
研究職（および教育職）である。
この職位の研究者は研究業績をつ
くってから、改めてテニュアやテ
ニュアトラックの職位を得るため
に就職活動をする。これは米国の
若手研究者のキャリアパスの厳し
さを示している。
３‐３
テニュアトラックから
テニュアへの昇格の要件
研究中心の大学（324機関）の
教員の96％は、テニュアに昇格
するために重要な要件として「論
文数」と「研究グラント数」を挙
げている（図表6）7）。テニュアは
テニュアトラックと比べると、生
活の安定が約束され自由に研究を
遂行することができる。若手研究
者はテニュアを得るために、必然
的に研究グラント数を増やすよう
に努力することになる。このよう
な熾烈な競争は米国全体の科学研
究レベルを押し上げるのに役立っ
ていると思われる。
３‐４
研究グラントの獲得は
組織への貢献
研究グラントは研究機関にとっ
て「所属研究者の研究が第三者に
よって評価された結果」だけでな
く、「直接的な経済上の貢献」と
いう意味を持つ。これはオーバー
ヘッド（overhead）と言い、研究
者は獲得した研究グラントから運
営費として所属の研究機関に一定
の割合の費用を支払う義務があ
る。その割合は大学や研究機関に
より異なり、100％のoverheadを
要求する研究機関の研究者が3万
ドルの研究予算を獲得した場合、
3．米国の若手研究者の現状
図表5 大学に所属する米国研究者の職位（博士号取得後4～7年後）
（米国国立科学財団の「Science and Engineering Indicators 2002」より科学技術動向研究センタ
ー作成。1999年統計。）
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研究機関にはそれとは別に研究グ
ラントを支給する機関から3万ド
ルが入る。
民間の研究グラント等では、
overheadが払えないことを明記し
ている場合がある。この場合、例
えば50％のoverheadを要求する
研究機関に所属する研究者が3万
ドルの研究グラントを獲得する
と、そこから1万5千ドルをover-
headとして所属の研究機関に支
払わねばならない。
つまり高額な研究グラントを数
多く獲得する研究者は、所属研究
機関への貢献が大であると評価さ
れる。
３‐５
まとめと問題点
米国の若手研究者は、研究グラ
ントの獲得如何で生活の安定や昇
格が左右される立場にあり、研究
グラントの無い研究生活は考えら
れない。当然、研究グラント獲得
に向かう姿勢は終身雇用である日
本の若手研究者とは異なる。米国
の若手研究者は常にストレスに晒
されており、インターネット上では
若手研究者のキャリアパスやサバ
イバル法が盛んに議論されている9）。
米国の若手研究者にとって研究
グラント獲得が研究者のキャリア
を続けるために大切であることは
既に述べた。では、日本の若手研
究者は研究グラントについてどう
考えているだろう。
平成14年9月に発表された文部
科学省 科学技術・学術政策局 調
査調整課による「平成13年度 我
が国の研究活動の実態に関する調
査報告」で実施されたアンケート
結果を用いて、若手研究者の研究
グラントに対する意識を明らかに
することを試みた10）。アンケート
の対象者は、平成12年に科学技
術振興事業団の文献情報データベ
ースに登録された論文の第1著者
または第2著者である産学官の研
究者である。その内の1,200名を
無作為に抽出し、調査票を郵送す
ることによりアンケートがおこな
われた。有効回答者数は889名で
あり、研究者の所属機関は、大学
（35％）、公的機関（15％）、民間
（46％）に分かれたが、35歳未満
の若手研究者の割合はいずれの機
関においても10％程度である。
またアンケートに回答した研究者
の研究分野は、ライフサイエンス
（22％）、情報・通信（18％）、材
料・ナノテクノロジー（18％）、
環境（9％）、エネルギー（8％）
等、多岐にわたった。
４‐１
研究費に占める研究グラント
の割合は増えている
科学技術関係費に占める競争的
資金（研究グラント）の割合と額
は年々増加しているが（平成7年
から平成12年で2.4倍に拡充）1）、
アンケート対象研究者の研究費内
に占める「競争的研究資金（研究
グラント）」の割合はどうであろ
うか？
同様な質問は平成12年度調査
においてもされており、図表7に
平成12年度と平成13年度の結果
を並べて示した。回答は、研究者
自身が獲得した研究費のみの割合
ではなく、所属研究室やグループ
で獲得している競争的資金を含め
た割合である。
大学、公的機関、民間所属のい
ずれの研究者に関しても、平成12
年度に「競争的資金は10％未満
である」と回答した研究者の割合
は、平成13年度の調査では減少
した。また、大学・公的研究機関
では「競争的資金は 50 ％以上
100 ％未満である」、民間では
「10％以上30％未満である」と回
答する研究者の割合が、平成12
年度に比較して平成13年度では
増加した。
4．我が国の若手研究者の研究グラントに対する意識
図表6 米国の大学職員がテニュア取得に「最重要」だと考えること
（参考文献7）より科学技術動向研究センター作成）
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４‐２
研究グラント導入を歓迎する
若手研究者と歓迎しない若手
研究者
競争的資金（研究グラント）が
年々増大している状況を研究者、
特に若手研究者はどう考えている
だろうか？
「我が国の科学技術関係経費の
うち競争的資金の割合を増加させ
ていくことをどう思うか」につい
てのアンケート結果を所属および
年齢別に示した（図表8－1，図
表8－2，図表8－3）。
大学所属の研究者（図表8－1）
では、30歳以上35未満の研究者
の50％以上が「競争的資金の割
合を増加すべき」と答え、この割
合は他の年齢層と比較して最も多
かった。また、「経常的資金を増
やすべき」と答えた割合は最も少
なかった。一方、35歳以上40歳
未満の研究者では、「経常的資金
を増大すべき」と答えた人の割合
が他の年齢層と比較して最も多か
った。
公的機関所属の研究者（図表
8－2）では、「競争的資金の割合
を増やすべき」と答えた人の割合
は、どの年齢層でも、大学や民間
所属の研究者と比較して相対的に
少なかった。30歳以上35歳未満
の研究者では、「競争的資金を増
大すべき」と「経常的資金を増大
すべき」と答えた人が同じ割合で
存在した。年齢が上がるにつれて
「現状のままで良い」と答える割
合が増え、「経常的資金を増やす
べき」と答える人の割合は減少した。
民間の研究者（図表8－3）で
は、「競争的資金の割合を増やす
べき」と答えた割合が30歳以上
35歳未満の研究者で一番少なく、
年齢が上がるとともに「増やすべ
き」と答えた割合は増加した。ま
た、30歳以上35歳未満の研究者
で「よくわからない」と答えた人
図表7 研究費に占める競争的資金の割合
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」を参照し科学技術動向研究センタ
ー作成）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表8‐1 我が国の研究者の競争的資金の割合に対する意識（大学）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表8‐2 我が国の研究者の競争的資金の割合に対する意識
（公的機関）
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の割合が一番多く、年齢が上がる
につれてその割合は減少した。
大学所属の30歳以上35歳未満
の研究者は、「競争的資金導入」
に対する意識が高いことが示され
たが、35歳以上40歳未満の研究
者では一転して「競争的資金導入」
に消極的であることが示された。
この違いは職位によると推測され
る。70％以上の「30歳以上35歳
未満の研究者」が、職位は「助
手・講師クラス」であると回答し
ており、「35歳以上40歳未満の研
究者」では「助教授クラス」であ
るという回答が得られている。職
位が上がり研究室を運営する立場
になると研究費に対する意識は変
化し、「競争的資金導入」に消極
的になるのはなぜだろうか？
公的機関や民間所属の研究者で
は、30歳以上35歳未満の研究者
層は「競争的資金導入」に消極的
であるが、年齢層が上がるにつれ
てその意識に変化がみられた。
これらの競争的資金に対する意識
の違いは何が原因だろうか？
４‐３
若手研究者の研究費は
経常的資金が中心
大学所属の「30歳以上35歳未
満の研究者」を除くと、どの研究
機関においても、年齢層が上がる
につれて「競争的資金導入」に積
極的である傾向が４－２で示され
た。何故、年齢の若い研究者は、
「競争的資金導入」に消極的なの
かを理解するために、競争的資金
の割合を年齢別に示した（図表9）。
35歳未満の研究者の60％が、競
争的資金の占める割合は0％であ
ると回答している。
経常的資金中心に研究をおこな
っている若手研究者は、「競争的
資金」の増大に伴い「経常的資金」
が減らされて、現在おこなってい
る研究に支障が出ることを危惧し
ていると推測される。
４‐４
苦悩する大学の研究者
統計資料からは浮かび上がって
こない大学の研究者の「研究資金
に対する意識」を理解するために、
４－２で「競争的資金を増加すべ
き」または「経常的資金を増加す
べき」と回答した大学の研究者に
その理由を複数回答で選んでもら
った結果を以下に示す。
「競争的資金増加」に対する理
由として30歳以上35歳未満の研
究者は、「通常の研究費では支出
が難しい大きな研究資金を確保で
きるため」という回答が多く、35
歳以上40歳未満の研究者では、
「研究のスクラップ＆ビルドを促
進するため」および「硬直化した
研究予算の是正につながるため」
という回答が多かった。50歳以上
60歳未満の研究者では、「評価を
受けた価値ある研究のみに資金が
配分されるため」および「資金を
得るために、評価される研究内容
を目指すようになるため」が多か
った。
「経常的資金増加」に対する理
由として、30歳以上35歳未満の
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表8‐3 我が国の研究者の競争的資金の割合に対する意識（民間）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」より）
図表9 我が国の研究費に占める競争的資金の割合（年齢別）
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研究者と50歳以上60歳未満の研
究者では「競争的資金では、研究
内容が流行に左右され、特定分野
にのみ重点的に配分される恐れが
あるため」、35歳以上40歳未満の
研究者では「競争的資金を確保で
きなかった場合、研究を継続でき
なくなる可能性があるため」とい
う回答が多かった。
競争的資金の継続的な確保に苦
悩する年齢層の研究者が、「競争
的資金導入」に消極的であるのは
当然であるかもしれない。
４‐５
研究グラント獲得に苦慮する
若手研究者
若手研究者は何件の競争的資金
を獲得しているのだろうか？
調査時点（平成13年12月）に
おいて「自ら応募して獲得してい
る競争的資金の件数」に対する回
答を図表10－1，図表10－2，図
表10－3に示した10）。
大学所属の研究者（図表10－1）
では、30歳以上35歳未満の研究
者の50％以上が、「獲得している
グラント件数は0件」と答えた。
35歳以上40歳未満の研究者では、
80％近くの研究者が「１件以上」
のグラントを獲得していた。
公的機関所属の研究者（図表
10－2）では、30歳以上35歳未満
の研究者の80％が「獲得してい
るグラント件数は0件」と答えた。
一方、35歳以上40歳未満の研究
者の50％以上は、「１件以上」の
グラントを獲得していた。
民間の研究者（図表10－3）で
は、30歳以上35歳未満の研究者
の90％以上が、「獲得しているグ
ラント数は0件」と答えた。年齢
が上がるにつれて、「１件以上」
のグラントを獲得している割合は
増加したが、大学や公的機関所属
の研究者に比べると割合は低く、
最大で20％程度だった。
30歳以上35歳未満の若手研究
図表10‐1 自ら応募して現在獲得しているグラント件数（大学）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表10‐2 自ら応募して現在獲得しているグラント件数（公的機関）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表10‐3 自ら応募して現在獲得しているグラント件数（民間）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
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者が研究グラントを獲得している
割合は、どの所属機関においても、
年齢層が上の研究者に比較すると
低いことが示された。
４‐６
若手研究者は研究グラントの
獲得競争に参加しているか？
競争的資金の獲得に意欲のある
若手研究者が、高い競争率のため
に獲得に失敗している可能性を考
えて、図表11－1，図表11－2，
図表11－3に「最近5ヵ年以内に
応募した競争的資金の件数（年齢
別）」を示した10）。
大学所属の研究者では（図表
11－1）、どの年齢層でも90％以
上の研究者が最近5ヶ年に「１件
以上」のグラントに応募していた。
30歳以上35歳未満の研究者では、
他の年齢層に比べると「0～1件」
の割合が大きいことが示された。
また50％の研究者が４件以上に
応募していた。
公的機関では（図表11－2）、
30歳以上 35歳未満の研究者の
60％近くが最近5ヶ年にグラント
応募をしていなかった。一方、35
歳以上40歳では、75％以上の研
究者が、１件以上のグラントに応
募していた。
民間では（図表11－3）、30歳
以上35歳未満の研究者の80％以
上が最近5ヶ年にグラントの応募
をしていなかった。年齢が上がる
につれてその割合は減少し、50歳
以上60歳未満では、45％以上の
研究者が１件以上のグラントに応
募していた。
大学所属の若手研究者はグラン
ト応募をしているが、獲得に失敗
している状況が示された。一方、
公的機関や民間の若手研究者のグ
ラント応募件数は低く、初めから
競争的資金の獲得競争に参加して
いないことが示された。
図表11‐1 最近5ヵ年に応募したグラント件数（大学）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表11‐2 最近5ヵ年に応募したグラント件数（公的機関）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
図表11‐3 最近5ヵ年に応募したグラント件数（民間）
（平成13年度「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」のアンケート結果から、科学技術
動向研究センター作成）
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４‐７
まとめ
大学、公的機関、民間に所属し
ている若手研究者の直面している
問題の違いが見られた。大学に所
属している若手研究者は、「競争
的資金導入」に対して積極的であ
り応募もしているが、グラントの
獲得件数は低いことが示された。
公的機関に所属している若手研究
者の「競争的資金に対する意識」
は大学所属の若手研究者と比べる
と低く、経常的資金の増加を望み、
グラントの応募をあまりしていな
いので、１件以上のグラントを獲
得している若手研究者の割合はか
なり低い。民間の若手研究者の
「競争的資金に対する意識」は、
公的機関の研究者と同程度に低
く、グラントの応募はほとんどし
ておらず、１件以上のグラントを
獲得している若手研究者の割合は
極めて低い。
所属機関ごとに若手研究者活性
化のための対策を考える必要がある。
大学所属の若手研究者には、研
究業績で不利にならない「若手研
究グラント」の拡充により、グラ
ント獲得件数を上げることが必要
である。現状が続くと、若手研究
者の意欲を削ぐことにもなりかね
ない。
公的機関所属の若手研究者に
は、研究グラントに対する意識改
革とともに、関係官庁による「若
手研究グラント」支援が必要である。
民間の若手研究者に対しても、
研究グラントによる支援が必要で
ある。経済産業省は「基盤技術研
究促進事業（民間基盤技術研究支
援制度）」により、民間企業等に
研究支援をおこなっている。この
ような研究グラント中に「若手研
究グラント」を盛り込む等の工夫
が欲しい。本年度（2002年度）の
ノーベル化学賞受賞者が民間企業
所属の研究者であり、20代での研
究が受賞につながったという事実
は民間企業の若手研究者への研究
支援も我が国の科学研究の発展に
重要であることを示している。
日本と米国の政府予算による代
表的な若手研究グラントの比較を
行ない、日本の若手研究グラント
の問題点を考える。
５‐１
若手研究グラントの対象者
図表12－1と図表12－2に日本
と米国の代表的な若手研究グラン
ト（政府予算による）を示した。
両者での大きな違いは「対象者」
の項目にある。米国では応募者を
「自立した研究者としての研究年
数」で制限しており、日本の単純
な年齢制限より現実に則してい
る。年齢制限をおこなうと、一度
社会に出てから大学院に入り直し
た人、あるいは他の分野を既に修
めた人など多様な人材の排除につ
ながる。
５‐２
一件当たりの金額
米国の一件当たりのグラント金
額は日本円に換算すると約1千
5．日本と米国の若手研究グラントの比較
グラントの名称 組織 対象者 期間 １件当たりの金額／年 予算（平成14年度）
科学研究費補助金制度
500万円～
若手研究A
文部科学省
37歳以下 2～3年 19億円
3千万円以下
若手研究B 37歳以下 2～3年 500万円以下 100億円
科学技術振興調整費
文部科学省
35歳以下の 任期内 500万円～
15億円若手任期付研究員支援 任期付 5年限度 1千500万円程度
産業技術研究助成事業 新エネルギー・
産業技術総合 35歳以下
3年以内 1千500万円程度 52.8億円開発機構 講師・助手
（経済産業省）
新技術・新分野創出のための 生物系特定産業
基礎研究推進事業 技術研究推進機 39歳以下 5年 約2千万円 8.5億円
若手研究者支援型 構（農林水産省）
地球環境研究総合推進費
課題検討調査研究 環境省 35歳以下 1～2年 数百万～1千万円 2千万円
若手育成型
戦略的情報通信研究開発推進 35歳以下
研究主体育成型研究開発 総務省 （情報通信 3年以内 1千万円 4.5億円の内数
分野）
図表12‐1 我が国の代表的な若手研究者対象の研究グラント（政府資金による）
（各省のＨＰを参照あるいは担当者に問い合わせる等により科学技術動向研究センター作成）
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200万円程度が主流である。この
中には、研究者自身の給料の一部
や全額が含まれる。博士課程修了
後1～4年経た若手の研究者が自
分の給料の全額をグラントから出
す場合を考えると、同様な研究歴
を持つ人が得ている平均的な給料
は年間5万ドル（600万円）であ
るので11）、この金額を引くと、研
究に使用できる金額は600万円程
度になる。
一方、日本の一件当たりのグラ
ント金額は、500万円以下と1千
万円以上の二つのグループに大別
できる。日本の研究者はグラント
から自分の給料を出す必要がなく
獲得したグラント金額の大部分を
研究に使用できるので、1千万円
以上のグラントを獲得する日本の
若手研究者の研究費は、米国の若
手研究者が研究に使用できる金額
を上まわる可能性がある。
しかし、研究グラントを一件し
か持たない米国の研究者は、3章
で述べた理由から少数であると考
えられるので、実質的に自由に使
用できる研究費の額は米国の方が
潤沢であると推定される。
５‐３
若手研究者数からみた
日米若手研究グラントの比較
科研費は「人文・社会科学から
自然科学まであらゆる分野」とい
う幅広い分野を対象にした日本最
大の研究グラントであり、米国で
は科研費のような広い分野を支援
するのが国立科学財団による研究
グラントである。しかし国立科学
財団の「Science and Engineering
Indicators 2002」の統計資料6）に
よると、米国政府予算による研究
費の60％はNIHが支援しており、
国立科学財団による支援は15％
に過ぎない。そのため科研費の
「若手研究」との比較は、国立科
学財団のCAREER PROGRAMと
NIHのK Awardsを合わせたもの
で行った。そしてこれらの研究グ
ラントの対象者数と真の獲得率を
見積もることを試みた（図表13）。
科研費全体の申請者の内、
91.5％が国公私立大学に所属して
いる12）。この割合が「若手研究」
申請者にも適用されると仮定すれ
ば、若手研究AおよびBに申請し
た1万5,720人の内（若手研究はA、
B併せて一件しか申請できない）、
約1万4,400人が国公私立大学の所
属と見積もれる。そして「若手研
究」の応募要件である37歳以下
に該当する国公私立大学教員（短
大を除く）は、平成13年10月1
日現在で4万660人であるので13）、
申請者は該当教員中の約35％に
あたる。また採択件数は若手A,B
合わせて4,361件であり、従って
応募対象者数から考えると見かけ
の獲得率は11％である。科研費
はグラント支給期間が2年～3年
であり、新規・継続ともに若手研
究A、B併せて一件しか申請でき
ないので、真の獲得率は 22 ～
33％であると考えられる。
一方、博士号をもつ（研究グラ
ントの応募要件）米国の常勤の若
手教員（Junior faculty）数は4万
7,368人であり14）、3章で示したよ
うに常勤若手教員の42％がテニ
ュアトラック（応募要件）である
と仮定すると、約1万9,900人が米
国の若手研究グラントの応募対象
者と見積もれる。実際のグラント
採択件数はCAREER PROGRAM
とK Awardsを合わせて 3,529件
であるので、従って見かけの獲得
率は18％程度である。CAREER
グラントの名称 組織 対象者 期間 １件当たりの金額／年* 予算（年度）
CAREER NSF テニュアトラック 5年 約10万ドル 6千万ドル（2002）
Program 国立科学財団 （約1千200万円） （約72億円）
K Award NIH（DHHC） テニュアトラック 概ね5年 10万～40万ドル 約4億ドル（2001）
厚生省 （1千万～4千万円） （約480億円）
Young DOD-US Navy（ONR） テニュアトラック 3年 約10万ドル 840万ドル（2002）
Investigator 国防総省 （博士号取得後5年以内） （約1千200万円） （約10億円）
Program
Outstanding DOE 独立した研究者 数年 6万ドル 50万ドル（2003）
Junior エネルギー省 （研究歴5年以内） （720万円） （6千万円）
Investigator
Program
New USDA 独立した研究者 数年 10万ドル前後 980万ドル（2002）
Investigator 農務省 （研究歴5年以内） （1千200万円前後） （約12億円）
Awards
New NASA テニュアトラック 3年 8万～10万ドル 200万ドル（2002）
Investigator 米国航空宇宙局 （博士号取得後5年以内） （約1千万円） （約2億円）
Program
図表12‐2 米国の代表的な若手研究者対象の研究グラント（政府資金による）
*1ドル＝120円　（米国政府機関の名称の和訳は平成13年度版科学技術要覧を参照）
（米国各省のＨＰ等を参照し科学技術動向研究センター作成）
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PROGRAMとK Awardsはグラン
ト支給期間が5年であり、それぞ
れ同一期間内に一件ずつしか申請
できないので、真の獲得率は
90％に近いと考えられる。
５‐４
まとめ
図表12では日米であまり差が
ないようにみえた若手研究グラン
トは、図表13の「一件当たりの
平均配分額」や「採択率」には差
がみられた。さらに、日本では平
均グラント額が165万円という少
額な「若手グラントB」の採択件
数が多く、米国では平均グラント
額が日本の約10倍の1千500万円
というK Awardsの採択件数が多
いことが示された。
日本と米国の若手研究者の置か
れている状況や意識は異なる。雇
用の安定という面では、日本の若
手研究者の方が遙かに恵まれてい
る。多くの日本の研究者は、米国
では何にも縛られずに自由な研究
ができると思いがちだが、実際の
米国の研究者は「研究グラント」
に縛られている。締め切りの異な
る複数の研究グラントの申請、中
間報告、終了報告で１年が過ぎて
行く。いずれの書類も学術論文よ
り長大で詳細に書かねばならな
い。中間報告の内容が良くないと
容赦なく次年度は減額され、政策
の変更で特定の研究分野の予算が
予期せず減額されることもある
（逆に増額もある）。研究グラント
でポスドク等の研究支援者や自分
および共同研究者の給料（の一部）
を賄っている場合は多い。突然の
減額で給料が払えずポスドクを解
雇することもあれば、研究室を畳
んで民間企業に移動する研究者も
珍しいことではない。
一方、日本の若手研究者の大部
分は終身雇用であるため、研究グ
ラントが獲得できなくても生活の
安定は脅かされない。これは直ぐ
に結果がでないような長期的な研
究や萌芽的研究を行い易くしている。
既に述べてきたように日本と米
国の研究環境は大きく異なる。そ
のため日本に米国型の競争システ
ムだけを導入しても、若手研究者
の活性化は望めない。米国型研究
社会のキャリアパスの厳しさと日
本型研究社会の良さを理解した上
で、若手研究者に対して効果的な
研究支援のあり方を考える必要が
ある。
７‐１
問題点と施策
米国の若手研究グラントと比較
して、日本の若手研究グラントの
問題点は以下の２点であると考え
られる。
盧「研究者を育てる」という視
点がない
盪「研究グラントの獲得は研究
者としての自主独立の証であ
る」という観念がない
これらの問題点を解決する施策
は、研究グラント予算の単なる拡
充ではない。特に盪に関しては、
若手研究者自身や所属研究室の教
授等の指導者側の意識改革も必要
である。盧に関しては、若手研究
グラントの内容に「多様性」を盛
申請者数 採択件数 1件当たりの 応募対象者数（採択率％） 平均配分額*
科研費（2002年度） 37歳以下の大学教員数
若手研究A 1,999人 206件 922万円 （2001年10月1日現在）
（10.3％）
若手研究B 13,721人 4,155 件 165万円 40,660人
（30.3％）
国立科学技術財団 博士号をもつ
（2002年） ― 394件 6～8万ドル Junior faculty数（1999年）
CAREER PROGRAM （720～980万円）
NIH（2001年） ― 3,135件 12万8千ドル 47,368人
K Awards （40～60％） （1千500万円）
図表13 日米の若手研究グラントの比較
*1ドル=120円 （HP等を参照し科学技術動向研究センター作成）2，12～14）
7．結論
6．おわりに
若手研究者の活性化を促進する競争的研究資金（研究グラント）の整備の必要性
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り込むことで改善が見込まれる。
７‐２
提言
若手研究者対象の研究グラント
に盛り込むべき内容を提言する。
盧「研究者を育てる」という視
点を盛り込む
①年齢ではなく研究歴による応
募とする
一度社会に出てから大学院
に入り直した人や、他分野を
修めた人など多様な研究人材
を排除しない。
②発展段階にいる研究者のため
のグラントをつくる
「常勤の研究職に就いたば
かりの研究者」や「常勤研究
職について 5年以内の研究
者」等の各段階の研究者に対
する支援。「リスクの高い挑
戦的な研究を行う研究者」お
よび「他分野から移ってきた
ばかりの研究者」等の研究者
に対する支援を行う。
③グラント額を上げ、採択件数
を上げる
研究グラントの申請書の作
成は、研究者自身が自らの研
究プロジェクトを冷静に検証
することのできる絶好の機会
である。この機会を多くの若
手の研究者に与えることは発
展段階の研究者には重要であ
る。このために若手研究者対
象の研究グラントに対して、
大幅な資金投入を考えても良
いかもしれない。
盪「研究グラントの獲得は研究
者としての自主独立の証であ
る」という観念を与える
④研究責任者としての立場を明
確にする
研究グラントの申請者は単
なる研究課題の実行者や研究
代表者ではなく、研究責任者
である。
さらに若手研究グラントに限ら
ないが、評価システムの見直しも
必要である。最終評価よりも中間
評価を厳密にすることは重要であ
る。評価は論文等の数ではなく、
研究申請書に沿った研究が行われ
ているかどうかに焦点を絞る。研
究上の変更事項の報告を義務つけ
る。そして評価によっては次年度
のグラント支給額を増やすまたは
減らす、あるいはレベルの上の研
究グラントに応募することを勧め
るなどアドバイスをする等が必要
である。
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06）Science and Engineering Indi-
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RES.I&RES.IIとは Research Uni-
versity I &IIである。DOC.I&II
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